	眼鏡小売業


大手チェーン店による低価格品の販売増加の一方で、来客数の減少や販売単価の低下により、中小小売店の売上げは、前年比５～６％減少している。
　人口減少やコンタクトレンズの普及、競合の激化による販売単価の低下などにより、回復の出口が見えにくくなっている。
こうした状況の下で、中小小売業は、高機能品の販売による販売単価の引き上げや、提案活動やきめ細かいアフターサービスなどによる顧客の獲得を目指すとともに、補聴器など関連部門の充実などを進めている。
　業界の概要

　眼鏡小売業には眼鏡のみを扱う専門店と、眼鏡とともに時計や宝飾品などを扱う兼業店がある。また、補聴器などを取り扱う店舗もみられる。

眼鏡を小売する事業所数を公的な統計から把握することはできないが、「写真機・時計・眼鏡小売業」という産業分類では、全国に23,732の事業所がある（総務省『平成21年　経済センサス』）。業界では、このうちの約６割を占める１万５千事業所足らずが、眼鏡を扱う小売店であるが、毎年数％減少しているとみられている。
眼鏡は、製品を構成するフレームとレンズが別々に流通し、小売店内で検眼、加工、調製されてようやく商品が完成する。眼鏡は、近視や遠視等を矯正するための医療器具であり、検眼やフレームの調整には専門知識と技術が必要である。日本眼鏡技術専門学校があり、技術者を業界として養成している。
近年、中国やタイなど海外からの安いフレームやレンズを組み合わせた店頭価格（フレームとレンズ合計）が１万円以下の眼鏡をスリープライスやフォープライスで販売する業態の小売店や、５千円～２万円までの均一価格で販売するワンプライスショップが全国的にチェーン店展開されている。また、店舗を構えないインターネットによる販売もみられるようになった。
こうした低価格の眼鏡は、ファッションに左右されやすい学生や若い世帯、視力が変動しやすい小学生のみならず、価格に敏感な中高年層にまで顧客層を拡大して売り上げを伸ばしている。

　大阪の地位

大阪の眼鏡産業の歴史は古く、明治時代に大阪市生野区田島地区と岸和田市下松地区に産地が形成された。大阪は、眼鏡の生産地であるとともに、大規模消費地でもあることから、眼鏡卸売業や眼鏡小売業が集積した。

大阪府内の「写真機・時計・眼鏡小売業」は、事業所数が1,709、従業者数は6,609人であり、それぞれ全国の7.2％、7.1％を占める（総務省『平成21年　経済センサス』）。
  中小小売店の売上げは減少
眼鏡の利用は、国内人口の伸び悩み・減少、コンタクトレンズの普及、さらにレーシック手術などの影響もあり減少してきた。また、平成18年頃には３万円弱と言われていた平均販売単価が、現在では2万円台前半にまで低下するなど販売単価の下落が続いてきた。このため、市場規模は中長期的に減少傾向にあり、リーマンショックのあった21年には、特に大きく落ち込んだが、22年頃から横ばいで推移しているとみられている。市場規模の縮小に歯止めがかかったのは、販売単価の下落は続いているものの、10年ほど前に他業界から参入した大手チェーン店による低価格製品の普及が、販売数量の増加をもたらしているからである。
しかしながら、低価格品の販売増加の一方で、従来からの眼鏡を取り扱う店舗では、売上げの減少傾向に歯止めがかかっていない。ヒアリング調査によると、中小小売店の売上げは、前年比５～６％減少しており、補聴器の販売も前年並みとする企業が多かった。
こうした店舗では、古くから馴染みのある固定客の比率が高いが、徐々に世代交替が進む中で子供の世代を固定客にすることが難しく、来店客が減少していることに加え、大手チェーン店との競合の影響を受け、販売単価が下がっていることが影響している。
23年３月に発生した東日本大震災直後は、関東、東北では眼鏡小売販売は大きく落ち込んだが、大阪では、震災の影響はみられなかった。また、同年秋に生じたタイの洪水による現地におけるレンズ生産がストップしたことにより、現地製のレンズを扱う大手量販店を中心に、一時期レンズの仕入れができなくなり、売上げに影響が出たが、中小小売店では大きな影響は出なかった。
皆既日食(５月21日)の専用眼鏡販売は、日食が始まる1ヶ月前までは殆ど動きが無く、２週間前からマスコミの報道もあり、急に売れだし４～５日前に完売した。完売後も、注文が殺到したが仕入れが終わっており、購入できない顧客も多かった。金星の太陽面通過や部分日食などの問い合わせも多くあった。
  設備投資は低調
  設備については、視力測定機やレンズ加工機などが導入から10年が経過し、そろそろ更新時期にあるものの、更新を手控える企業がみられるなど、目立った動きはない。
高齢化に伴う補聴器の取扱いには店舗改装や専門設備、聴力測定などの必要な機器の購入が必要で、多角化を進める企業における設備投資がみられる。

雇用は欠員補充程度

当業界では、年中無休とする小売店も多く、補聴器を扱う店では販売専門員も必要であり、一部には人手不足感がみられる。
また、中小小売店では従業員の高齢化が進んでいる場合が多い。当業界では、店内でレンズとフレームを顧客の特性に合わせて加工・調製する高度な専門知識や技術が求められる。そうした技能を伝承するために若手を採用したいという意向はある。

こうした状況にあるものの、売上げが伸びない中での雇用の増加は困難で、欠員補充程度に留まっている。

　資金繰りと収益

  中小小売店では、来店客の減少と平均購入単価の低下により売上げが弱含みで推移しており、顧客が現金払いからカード決済へ移行する傾向にあることから、利益率が低下するとともに、資金繰りがやや厳しくなっている企業もある。さらに、後継者難ということもあり廃業も増えている。
　電力不足への対応

　眼鏡小売店では、店外の電球をLEDに切り替えるなど対応しているが、店内は白熱球のもつ柔らかさも販売促進にとっての重要な要素である。また、顧客の利便性を考えると、営業時間の変更や休日の増加は難しい。こうしたことから、節電には限界がある。
　今後の見通し

　大手量販チェーン店の中には、低価格品の拡販に成功し、売上げを伸ばす企業がみられる一方で、従来からの価格帯にある製品を中心とする中小小売企業では厳しい状況が続くなど、二極化が進んでいる。
人口減少やコンタクトレンズの普及、競合の激化による販売単価の低下などにより回復の出口が見えにくくなっている。
こうした状況の下で、中小小売業は、「累進レンズ」（1枚のレンズの中で境目がなく、徐々に度数が変化するレンズ、境目のない遠近両用眼鏡レンズなど）の眼鏡を販売促進することにより販売単価を引き上げることや、顧客一人ひとりの目の問題を解決するための提案に力を入れたり、きめ細かいアフターサービスをしたりすることにより、リピーターや口コミでの新規顧客の獲得を目指している。また、補聴器など関連部門の充実などを進めている企業もみられる。

最近、大手チェーン店やインターネット販売で購入した眼鏡を中小小売店に持ち込み、フレームの微調整や不良箇所の取替え、視力と合わない場合には交換まで求めるといったことが増加している。中小小売店では、これらの要求には対応できない場合が多い。眼鏡小売業界では、大手チェーン店や通販業者に、これらのクレームへの対応を求めると共に、眼鏡販売にたずさわる人の専門知識や技術を審査認定し、消費者にわかり易く示すために「認定眼鏡士」制度を設けており、これが国家資格制度として認定されるように求めている。　　　　　　　　　　　　　　　　(江原　均)　
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